
もあるオランダで農業関連のビ
ジネスの知見を得ようと同国を
訪れていた。大学やスタート
アップ企業の担当者と交流して
いく中で、現在のアイチュー
ザーのCEOであるカス・バイ
ルホルト氏(Cas Bijlholt氏)と出
会った。2016年には電力小売
自由化が日本で始まったことを
うけて、アジアの中でもとくに
電力市場のマーケットが大き
くルールや制度が整っている日
本は有望としてアイチューザー
も事業開始を決定し、2017年に日本
法人登記を完了させ、2019年３月に
は日本で第１号の事業となる神奈川県
での太陽光発電システムの共同購入の
公募で採択された。日本法人には私を
含め現在８名のスタッフが在籍してい
る。またアイチューザーは現在オラン
ダと日本のほか、ベルギー、英国、
米国でも事業を展開している。アイ
チューザーは日本法人の設立から２年
半程度が経過したばかりで、まだまだ
当社の存在を認知してもらう取り組み
が必要な段階にあると考えている。

　購入者の方々が決断をするうえ
では考えて決断するというプロセスが
重要だが、一方で自ら決断をしきれ
ない方々も多くいる。そういった方々
に対し、イエスかノーのいずれにせよ
決断をしてもらうよう後押しするのが
当社であり、そのために行動科学も活
用したプラットフォームを保有してい

　アイチューザーのビジネスモ
デルは当初欧州でも事例が無く、
ファウンダーがそのビジネススキー
ムを発案し2008年にオランダで設立
された。オランダは冬期に非常に寒
くなり灯油が多く消費される。この
灯油を家庭で灯油会社から買う際に
多くの需要家を集め購買力を高め安
価に共同購入できないかというアイ
デアが、アイチューザーのビジネス
モデルの始まりとなる。
　欧州では再エネや環境への意識が
高く、やがてアイチューザーのビジ
ネスモデルでも再エネ電力の取り扱
いを行うことになり、オランダでは
アムステルダムにある住宅オーナー
組合との協業が決定した。住宅オー
ナー組合は、住宅に関する情報の提
供を住宅オーナーに対し行ってお
り、生活協同組合のような組織と言
える。こうした組織の組合員に安く
再エネ電力を買う機会をアイチュー
ザーが提供できること、また住宅
オーナー組合はこれにより新たな会
員の取り込みが期待できるとして、
商材を扱うアイチューザーと組合の
事業におけるメリットなどが合致し
たため、両者の協業で2009年より再
エネ電力共同購入事業が始まった。
その後2012年からは住宅用太陽光発
電システムの共同購入事業にも拡大
していった。
　私はトーメンに入社し、その後は
合併先の豊田通商に勤務していた。
同社を2017年に退職後は農業大国で

る。このプラットフォームの中で商材
として現在太陽光発電システムや蓄電
池、再エネ電力、さらに欧州ではこれ
にガスも加え扱っている。
　日本では電力小売全面自由化から４
年あまりが経過したが、電力会社の切
替を経験したケースは現状２割未満に
とどまる。旧一般電気事業者の従来料
金からの切替で電気料金は安くなるこ
とが期待でき、切替により停電が増加
するなどのリスクもほぼ存在せず、プ
ランも多くのものが用意されているの
に切替が進んでいない。この説明とし
て、従来の経済学的にはすべての人が
合理的な方向へ行動するという考えが
主流だったが実際は必ずしもそうでは
ない。そこに心理学も検討事項として
取り入れないとビジネスに結びつかな
い。また消費者には大きく分けて２つ
のタイプが存在する。１つは自ら積極
的に情報も取り入れ様々なプランや商
品の中から選択、契約までの流れを自
分達でやりきる「エコノタイプ」と呼
ばれる人たち。これに対し、新たな電



力メニューに興味は常日頃あるが、
様々な選択肢がありすぎて、忙しいな
どの理由で切替を後回しにしてしまう
ような「ヒューマン」と呼ばれる人た
ちがおり、ヒューマンは消費者の大半
を占める。
　このヒューマンの人たちに行動と決
断を起こしてもらうことがアイチュー
ザーの得意な取り組みとなる。行動を
起こしてもらうには４つの要素が存在す
る。１つ目は信頼感で、アイチューザー
が再エネ電力安く買えると呼び掛けても
懐疑的な方々は多い。このため当社では
信頼感を得るために自治体の方とタッグ
を組み共同購入事業を展開している。自
治体の方々に対しては共同購入事業の公
募開始以前からスキームの紹介もさせて
頂いている。２つ目は理解のしやすさ。
多くの消費者が参加し需要を大きくする
ことで安価な購入が実現できるというシ
ンプルな仕組みとなっている。３つ目は
単純・シンプルで煩雑な要素が排除され
ていること。消費者は面倒なことを考え
たくない傾向があり、複数のプランのど
れを選択しても良いとしても実際の行動
にはつながらず、そのため単一の選択肢
となるメニューやプランを掲示し「イエ
スかノーで考えてください」と当社が呼
び掛けを行う。そして４つ目は行動経済
学で言うナッジの要素も取り入れなが
ら、最も効果的なタイミングでキャン
ペーン・打ち手を講じることにある。
　当社の事業モデルの中にはアイ
チューザー、自治体、消費者、そして
サプライヤーという４つのステークホ
ルダーがいる。共同購入キャンペーン
展開に向けアイチューザーと自治体が
協定を締結し、自治体が色々なチャン
ネルを通じて住民の方々に共同購入へ
の参加を呼びかける。またオークショ
ンの事前にしっかりとしたサプライ
ヤーをアイチューザーで選定し、オー
クション時には価格のみの条件をサプ
ライヤーに掲示して頂く。住民の方々
が購入を決断して頂く際にはサプライ
ヤーと直接契約して頂き、契約成立時
に我々がサプライヤーの方々から手数
料を頂いている。欧州では同様の事業
を手掛ける他社もあるが、とくに太
陽光発電システムは購入にとどまらず

契約後の施工・管理も
含めた様々なプロセス
があり、それもしっか
りモニタリングするこ
とが必要になる。こう
した契約後も含めた対
応をアイチューザーと
同様の規模で提供して
いる事例は、現状では
ほかに存在しないので
は。当社のビジネスモ
デル自体はシンプルで
ある一方で、当社が手
がけるべき事項は多岐
にわたる。
　このビジネスモデルの中では無駄を
排除しており、サプライヤーの方々に
とっては営業や広告にかかる手間を
省き、一度にたくさんの注文を受けら
れるので仕入れ単価の抑制につながる
とともに、当面の効率的な施工計画も
立てられる。これにより削減できたコ
ストをオークション時の原資やアイ
チューザーが提供するサービスの費用
として充てるとともに利益もしっかり
確保して頂く。自治体側にとっては予
算を極力抑えて実施できる事業で多く
のマンパワーをかける必要はない。メ
リットをステークスホルダー同士で
シェアし、みんなが得をするモデルで
あると自負している。

　欧州のうちオランダではこれ
までのキャンペーンで参加数171万世
帯のうち58万世帯で電力会社の切り
替えがあった。またベルギーでは55
万8,000世帯のうち再エネ電力へのメ
ニュー切替数は37万世帯にまで達し
ている。日本でも、2019年に国内最
初の事業となる神奈川県の太陽光発電
システム共同購入事業で446世帯のう
ち見積もりに承諾頂いた世帯は152世
帯、契約成立した世帯は74世帯だっ
た。この時は市場価格より平均26％
安価での落札を実現した。また東京都
では再エネ電力共同購入の公募が行わ
れ、東京電力の従量電灯Ｂ料金より平
均７％安価な電力メニューがオーク

ションで示され、参加数4,334世帯の
うち約950世帯が切替を行った。欧州
では２～３割というコンバージョン率
があり、日本でも同様の数字を得るこ
とができたと評価している。

　共同購入への参加全体世帯数と
なる母数をどう拡大していくかが重要
になり、当社のマーケティング活動
や住民向けのブランディングのあり方
についてさらなる検討が必要になる。
共同購入キャンペーンの際には自治体
の広報誌や回覧板、さらに新聞へのチ
ラシ折り込み広告も実施している。ま
た、家庭以外の小規模オフィスや商店
などの低圧需要家向けの事業をどう展
開していくかについても検討を行って
いる。一方で2021年以降は共同購入
を実施する自治体数も相当増えるもの
と期待しており、新たなアイテム・商
材も取り扱っていきたい。エコキュー
トやエネファーム、また充電機器など
V2H関連製品のほか、エネルギー製品
だけにとどまらずヘルスケア分野製品
なども今後想定される。さらに太陽光
発電の第三者所有モデル、卒ＦＩＴを
迎えた世帯の不安を解決するようなソ
リューション、また電気自動車の充電
設備なども取り扱いたい。電気自動車
の充電器を一般家庭にどう普及させる
か検討に注力している自治体も多く、
当社のビジネスモデルは自治体が目指
す将来像の実現を支援するモデルでも
あるとも考えている。


